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背 景（2）

 自然災害由来の事故事例
• 2017年 ハリケーンハービー，イルマによる被害>US$2,000億(～25兆円）
• 2018年 総社市 浸水によりアルミ工場の溶解アルミ炉に大量の水が流入し，

水蒸気爆発。2021年に破産手続開始決定
• 2019年 佐賀県大町町 豪雨の影響により、鉄工所の油貯蔵ピット内に水が流

入し，油が敷地外へ大量流出し、近隣の病院，住宅，農地等へ被害

 化学物質の流出、火災事故が従業員や施設への影響だけでは
なく、直接的/間接的に社会へ影響を及ぼす事例が散見される。

 石油コンビナート等のリスク対応に関する動向
 国土強靭化基本計画より、石油コンビナート等の耐災害性の向上及び

防災体制を強化する。
 経済財政運営と改革の基本方針2020より、防災・ 減災、国土強靱

化について、デジタル化・スマート化を図りつつ、ハード・ソフト一体となった
取組を強力に推進する。

 消防庁は、AI・IoT等の先端技術を活用した防災活動等を推進する。
 環境省は、災害・事故に伴う環境問題への対応に貢献する研究・技術

開発を推進する。

＠総社

＠Texas

＠佐賀

2018年7月 西日本豪雨
https://www.fdma.go.jp/public
ation/hakusho/h30/topics1/38
135.html

2017年8月 ハリケーンハービー
https://www.csb.gov/arkema-
inc-chemical-plant-fire-/

2019年8月 佐賀県豪雨
https://www.fdma.go.jp/singi_
kento/kento/items/post-
44/02/shiryou2-1-2.pdf



研究プロジェクト

■科学研究費（特設分野）
「コンビナート災害に端を発する大都市複合災害の包括的シナリオ策定と総合防災減災戦略」

（2018～2020）
■環境省・環境研究総合推進費
【重点課題④】災害・事故に伴う環境問題への対応に貢献する研究・技術開発

安全工学的手法を活用した新たな環境社会リスクマネジメントのフレーム構築
「災害・事故に起因する化学物質流出シナリオ構築と防災減災戦略」

ST-1 ◎澁谷忠弘，野口和彦，竹花立美，笠井尚哉，稗貫峻一 （2019～2021）
ST-2 ◎三宅淳巳，小林剛，伊里友一朗，塩田謙人，中山穣，半井豊明

戦略研究 S-17「災害・事故に起因する化学物質リスクの評価・管理手法の体系的構築に関する研究」
（2018～2022）と相補的に研究推進
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東日本大震災からの復旧・復興に貢献するため、～～（中略）～～今後想定される大規模な災害への対応に向
けた安全で安心な地域社会づくり等に資する研究・技術開発及びその成果の社会実装を推進していくことも併せて
求められる。加えて化学物質の流出等、環境分野に関連して想定される様々な災害や事故の予防や発災時の
迅速かつ適切な対応に向けた研究・技術開発も重要である。



プロジェクトの目的と成果概要

■目 的
石油コンビナート等において非定常かつ非意図的に発生が想定される災害や事故に関する体系的なシナリ
オ抽出と化学物質漏洩による環境汚染の社会影響の解明，事業所の事故対応と行政の環境汚染対応
の総合管理手法の提案
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■成果概要
① 環境社会リスクの視点を導入し、安全工学的手法を活用したリスクシナリオを抽出

• 従来の環境リスクに加え、生活や社会活動・価値に与える影響もあわせた総合的なリスク概念
• 包括的・体系的な環境汚染リスクシナリオ抽出を行った

② 多様な環境汚染シナリオに適応したリスク分析・シミュレーション手法の調査と高度化を達成
• Natech-DB構築による国内外の事例整理と教訓の抽出
• 大気拡散/水害シミューレションの高度化や評価技術の環境社会リスク分析への適用

③ 環境社会リスク低減に必要な事項を加えた「環境社会リスク対応ガイドライン」の作成
• 環境社会リスク対応への汎用的な方針を各主体(市民・行政・事業者)の視点で整理

④ リスク情報プラットフォームの構築と評価ツールの開発
• 本研究成果(ガイドライン、Natech-DB、教育動画)に加えて、防災減災戦略の実装において

各主体が活用するためのリスク情報源を整備

神奈川県臨海部をターゲットに設定



環境社会リスク
～化学物質漏洩による環境汚染に関する体系的整理
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 自然災害から化学物質の漏洩、さらにその影響が環境、社会基盤、社会、生活へ与える影響を体系
的に示した関係図を作成し、環境社会リスク分析の基礎資料とした。関係図は原因系と結果系を化
学物質漏洩で結びつけることが可能なBow-tieモデルを参考に作成した。

 自然災害由来の災害・事故(Natech)の情報を体系的に整理し、抽出した390件の事故事例と進展
するシナリオをロジックツリー分析に適用することで、その妥当性を検証した。抽出したNatech由来の事
故事例390件の情報はデータベースとして整備した
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ロッテルダム消防局

タイ

ベトナム

その他

自然災害

事故情報

KHK（高圧ガス）

KHK（危険物）

AIST（産総研）

JNIOSH（労衛研）

ADIC
（災害情報センター）

その他

ASF（失敗学会）

環境、社会基盤、社会、生活へ与える影響を体系的に示した関係図の例

Natechデータベースの概要



7

 簡易緊急対処システムを用いた拡散
シミュレーション

 事業所内の緊急避難支援ツールの開発協力
M社が開発中のMSTEEM（仮）

 消防活動支援のためのシステムの開発
大気拡散・火災・爆発評価ソフトALOHAと市

販の気象観測装置とを繋いだ「簡易緊急対処
システム」

アクリル酸化合物をモデルとした反応暴走解析結果

 暴走反応機構理解を基にした事故進展シナリオの構築
⇒社会的ニーズのあるアクリル酸化合物を例とした実験的解析

影響度評価に重要な生成物・ガスを特定

 化学物質の暴走反応メカニズムの詳細な理解

影響度評価技術の高度化

 非破壊検査技術の開発による漏洩防止の
高度化
 発生する渦電流の分布を制御した一様渦電流探傷プ

ローブを開発
⇒アルミニウム板及び鉄鋼板の亀裂を良好に検出

作製した一様回転渦電流プローブとき裂検出結果

環境社会リスク
～化学物質漏洩による環境汚染に関する体系的整理



影響を受ける社会構造の整理と
影響に関する環境社会リスクの特定
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環境汚染時に検討・分析すべきリスクを明確にするため、存在するリスクを社会構造の要素毎にその
機能や要求が阻害される事項として特定し、整理した。
環境社会リスクに基づくと、直接的な環境汚染のみならず、幅広いリスクに対応する必要がある。

１）市民
① 生命・健康の損失
② 生命・健康への不安
③ 健全な生活が維持できない
④ 生活の利便性の喪失
⑤ 生活収支の悪化

２）行政（国、都道府県、市町村）
① 汚染が発生時に市民安全の確保に失敗

・必要な情報を発信できない
・必要な対策ができない

② 事業者の安全活動を支援できない
③ インフラ事業の継続に必要な支援が出来ない
④ 一般事業者の事業継続の支援が出来ない
⑤ 福祉等の社会運営を支援できない
⑥ 経済への悪影響に対する対応が出来ない
⑦ 行政の本来機能が継続できない

３） 化学物質取扱事業者
① 化学物質漏洩を防げない
② 化学物質の敷地外漏洩を防げない
③ 行政に必要な汚染に関する情報を発信できない
④ 近隣に必要な汚染対応の情報が発信できない
⑤ 行政の環境汚染対応を支援できない
⑥ 自社の事業を継続できない
⑦ 従業員の安全を確保できない

４） インフラ事業者
① インフラ事業を継続できない
② インフラの迅速な復旧ができない
③ 顧客の安全を守れない
④ 社員の安全が確保できない

５）一般事業者
① 事業の継続ができない
② 顧客の安全が確保できない
③ 社員の安全が守れない

【特定された環境社会リスク一覧】



化学物質漏洩による環境汚染に関する
体系的整理と環境社会リスクの特定

9

知見・技術・提言1-1 「化学物質の環境に影響をもたらす化学物質と漏洩シナリオの把握の体系的把握」
多様な化学物質の環境汚染から地域を守るためには、その地域で発生する可能性のある汚染形態を事前に整理しておく
必要がある。そのためには、対象地域における環境汚染対応の必要となる化学物質を把握し、化学物質漏洩の原因と漏
洩形態を体系的に整理する必要がある。

知見・技術・提言1-2 「化学物質の環境への漏洩に関する影響評価および対応に必要な研究・技術開発の必要性」
対象とする化学物質の環境への漏洩シナリオについて適切に対応するためには、事前の漏洩防止に係る活動の高度化に
加え、漏洩時の影響を的確かつ迅速に把握し対応する技術の研究・開発による高度化が必要。

サブテーマ１
 社会構造要素の体系的整理
 社会の構成要素
 社会の構造要素間の関係の整理

サブテーマ2
 化学物質漏洩に関する影響度評価に向けたデータ

収集
 影響度評価技術の高度化
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（災害情報センター）
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Natechデータベース

環境、社会基盤、社会、生活へ与える影響を体系的に示した関係図

化学物質漏洩に関するBow-tieモデル

き裂検出技術 反応暴走解析技術



ガイドライン作成の流れ
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i.生活の継続への影響

a.汚染物質の漏洩 b.生活への直接影響

e.土壌汚染

d.水質汚染

c.大気汚染

h.生活への間接影響

j.生活の利便性への影響

k.生活の質への影響

g.社会インフラへの影響

f.行政・産業機能への影響

l.他の社会要素への影響

n.食生活への影響

m.収入への影響

p.文化的生活への影響

o.教育への影響

q.働き方への影響

r.個人情報への影響

s.資産への影響

c.事故による大気汚染

生産現場が汚染され、
長期の生産停止
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生産は継続するも、
汚染への不安発生

一次的な生産停止状況が発
生

軽度の生産物への汚染発生

生産は継続するも、
軽度の汚染への不安発生

一過性の軽度の生産停止状
況が発生

分岐は上部がNO,下部がYES

生産物への影響の発生

社会インフラが汚染
で稼働しない

生産ができない
生産物自体への汚

染

生産システムが汚
染で稼働できない

生産者が活動でき
ない

環境汚染で、生産
者が立ち入れない

生産者が生産現場
に移動できない

生産者が汚染の影
響をうける

関係は全てOR事象

原材料が使用でき
ない

原材料が汚染され
る

汚染により原材料
が入手できない

LT: Logic Tree

ET: Event Tree 

FT: Fault Tree 

1. 環境社会リスクの視点の整理

2. 環境社会リスクの特徴の整理

3. 環境社会リスク対応の抽出
① 漏洩した化学物質の影響を社会活動へのリスクとし

て整理
② 化学物質漏洩の原因と漏洩形態を体系的に整理
③ 化学物質の漏洩から社会活動への影響進展シナリ

オを分析
④ 対応の要点と対応の障害となる事項の洗い出し

4. 環境社会リスク対応の整理

5. 環境社会リスク対応ガイドラインの作成



1. 環境社会リスクの視点の整理
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 本ガイドラインは、災害・事故を起因とする化学物質の環境汚染による社会への
リスクに対応するためのものである。

 対象とするリスク：化学物質の環境汚染の影響は、ヒトや環境、設備のみならず、
社会活動や生活へ及ぶ可能性を有している。

 化学物質の漏洩に対するリスク対応を4つの時間軸で整理する。
• 漏洩事態の事前対応
• 漏洩事象発生時の対応
• 漏洩事象拡大時の対応
• 環境汚染からの復旧時の対応

 リスク対応の活動主体を以下のように設定する
• 行政（消防、防災、環境、総務、危機管理、広報、福祉など）
• 化学物質保有事業者（製造、輸送、保管を含む）
• インフラ事業者（道路、交通、ライフライン、病院など）
• 一般事業者・機関（一次・二次・三次産業）
• 市民

化学物質漏洩に対するリスク対応を防災減災戦略に資するガイドラインとして取り纏める



2. 環境社会リスク対応の特徴の整理

12

2.1 既存ガイドラインやマニュアル等
 内閣府：避難情報に関するガイドライン（令和3年5月）
 中央防災会議：防災基本計画、第13編 危険物等災害対策編（令和3年5月）
 消防庁：危険物施設の風水害対策のあり方に関する検討報告書（令和3年3月）
 消防庁特殊災害室：石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成25年3月）
 環境省：自治体環境部局における化学物質に係る事故対応マニュアル策定の手引き

（平成21年3月） 改訂(令和4年3月)へ

 神奈川県くらし安全防災局：神奈川県石油コンビナート等防災計画（令和2年3月）
 神奈川県石油コンビナート等防災対策検討会：神奈川県石油コンビナート等防災調査

報告書（平成27年3月）
 東京都環境局：化学物質を取り扱う事業者のための水害対策マニュアル（令和3年1月）
 横浜市総務局：横浜市石油コンビナート等防災対策編
 川崎市：川崎市臨海部防災対策計画（令和2年3月）
 佐賀県：災害による製造業者の油等流出防止対策（令和2年4月） ほか



2. 環境社会リスク対応の特徴の整理
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2.2 避難対策を事例にした既存資料の特徴 川崎市臨海部防災対策計画より



2. 環境社会リスク対応の特徴の整理
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2.3  化学物質が拡散した際の避難対応に関するガイドラインの特徴
 行政からインフラ事業者への異常現象に関する情報提供の必要性
 化学物質による災害対策本部の移転の可能性
 避難を行う際のタイミングと避難方法
 指定緊急避難場所と指定避難所の変更
 負傷者の搬送先の変更
 避難した市民の不安に関する対応
 避難解除に向けた化学物質のモニタリングと除去

本ガイドラインは、各主体及び主体の連携に関して、既存のガイド
ライン等を補う対応を提示する。



3. 環境社会リスク対応の抽出
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①漏洩した化学物質の影響を社会活動へのリスクとして整理
大分類 中分類 小分類

人命・健康 直接影響 急性影響 長期影響 不明

間接影響 生活製品の不足 医療体制の影響

心理的影響 健康への不安 日常生活維持への
不安

生活ストレス
生活の利便性 生活への影響 購買への影響 娯楽への影響 人間関係 機会への影響

以下の組織活動において、社員・職員の安全または、その家族への配慮は、共通事項

社会活動
業務への影響 教育への影響
インフラ 電気 上下水道 ガス 交通 情報・通信
重要機関 医療 教育 報道 情報

一次産業

農業

実被害 風評被害林業
水産業
関連事業

二次産業
汚染を発生させた企業 事業所内事故対応事業所外防災支援 事業継続 社会的責任 復旧

汚染被害を受けた企業 安全確保 事業継続 復旧

三次産業
製品・商品販売事業 生活必需品 日常品 嗜好品
サービス提供事業 輸送・物流 飲食
ネットワーク事業

行政活動 一般業務
汚染被害対応活動



3. 環境社会リスク対応の抽出 (ロジックツリー)
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②化学物質漏洩の原因と漏洩形態を体系的に整理
＊身心への影響を事例に

j.避難ができない

a.汚染物質の
漏洩

b.人身への直接
影響

e.土壌汚染

d.水質汚染

c.大気汚染

h.医療への影響

k.避難場所が使
用できない

L.避難活動が維
持できないg.避難の必要性

f.行政・産業機能社
会インフラへの影響

n.身心への間接
影響

i.生活への間接影
響

ｍ. 避難活動から
戻れない

g → j 避難場所に十分な容量と準備がない

g → k 避難場所に十分な容量と準備がない

g → L ・環境汚染の長期化により、避難生活に必要な物資が不足する
・環境汚染の長期化により、避難所の生活・衛生環境が悪化する

j → ｎ 避難するための移動手段が制限される

k → ｎ ・行政の指示がないため、避難場所が使用できない
・汚染物質の影響により避難場所が使用できない

L → ｎ 避難活動によるストレスが増加する

m → ｎ 自宅などの所有財産の損害により、元の生活に戻ることができない



3. 環境社会リスク対応の抽出 (イベントツリー)
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③化学物質の漏洩から社会活動への影響進展シナリオを分析（避難を事例に）
被
害
の
影
響
が
生

活
範
囲
に
届
か
な

い 被
害
や
避
難
の
適

切
な
情
報
の
入
手

と
判
断
が
で
き
な

い 屋
内
退
避
す
る
必

要
が
な
い

緊
急
の
屋
内
退
避

が
で
き
な
い

長
時
間/

長
期
間
の

屋
内
退
避
が
で
き

な
い

状
況
の
変
化
に
関

す
る
情
報
が
入
手

で
き
な
い

社
会
環
境
が
大
気

汚
染
前
の
状
況
に

戻
ら
な
い

c.大気汚染

No

Yes
直接的な被害は無いが、不安な（安全だけ

ど安心ではない）状況になる

屋内退避継続の判断ができない
屋内退避生活が困難になる（日用品などが

不足する）
物理的な被害を受ける可能性がある

（退避したくてもできない）

被害を受ける可能性があり不安な状況になる

d.水質汚染

e.土壌汚染

屋内退避生活が継続する

日常生活に戻る

自覚がなく被害を受ける可能性がある

日常生活が続く

• 漏洩物質の特定とその影響（環境汚染）が生活範囲に届くかで避難等の判断がなされる
• 必ずしも漏洩した物質の形態で生活範囲に到達するとは限らない（反応性物質など）

 漏洩物質が特定できない場合であっても身心や生活に影響が生じる可能性がある



3. 環境社会リスク対応の抽出 (フォールトツリー)
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④対応の要点と対応の障害となる事項の洗い出
＊復旧への課題の1つとして、除染に着目した事例

汚染を浄化できない

浄化する方法がわか
らない

浄化する人がいない

汚染原因となる化学
物質を特定できない

浄化方法の記載ある
情報を取得できない

職員が対応できない

浄化方法はあるが、
浄化する物資が不足

浄化機材を確保でき
ない

汚染範囲が広い

協力企業が対応でき
ない

汚染源（事業者等）を
特定できない

汚染水を分析できな
い

関連情報を
持っていない

汚染通報がない
浄化機材を輸送でき

ない
浄化機材の在庫がな

い

 汚染通報からの対応を事前に整理する。
 除染技術があるのか、準備できているのか、実行することができるのかを事前に整理する。
 関連情報について、行政から働きかけるもの、事業者から働きかけるもの、状況によって対応するために

お互いに相手に何を求めるのかを事前に示す必要がある。
その他のシナリオについても同様の分析を実施し、環境社会リスク対応を整理する。
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市民の心身への影響を分析したロジックツリー(LT)例

MLT中の「c環境汚染」→「g避難の必要性」への
シナリオ分岐を分析したイベントツリー(ET)例

ET中の「ｵ屋内対応ができる」分岐が失敗する要素を
分析したフォールトツリー(FT)例

3. 環境社会リスク顕在化シナリオの分析



4. 環境社会リスク対応 〜行政の活動要点(1)～
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(1)化学物質の危険性を知る
①現状の保有情報の整理

・保有情報を最新状況に変更 ・危険性、保有量
②化学物質漏洩に関する事業者との事前の打ち合わせ

・事業者と以下の情報を何時、どのような方法で共有するかを検討
・漏洩時の危険性
・行政が対応をできるための事業者からの連絡のタイミング
・事業者から行政への連絡の内容、方法

(2)市民安全・避難等の判断事項
①市民の健康（急性影響、長期影響）、医療体制の確保
②避難に関する事項

・判断基準の作成 ・避難の範囲、避難形態
・危険性が及ぶまでの時間 ・避難に必要な時間

(3)社会活動への影響の判断事項
①インフラ事業
②産業活動（一次産業、二次産業、三次産業）
③教育・福祉事業



(4)行政活動への影響の判断事項
①代替拠点の必要性
②行政活動に影響を与える汚染事象の整理
③汚染発生時に必要な行政活動の整理
④職員の安全
⑤広報の準備

(5)（2）～（4）の判断に従って、実施すべき活動の事前整理
(6)（5）の実効性の評価
①行政活動への影響対応
②市民安全確保対応（安全な避難先、避難道路、避難所の運営）
③インフラ事業への影響対応
④広報関連活動 等

(7)対策の実効性の向上活動
(8)自然災害時も含めた社会状況も含めた活動体制
(9)化学物質漏洩時の対応
①情報把握 ②判断 ③広報 ④初動活動 ⑤対策の実施
⑥対策結果の確認 ⑦除染活動 ⑧復旧活動 ⑨安全宣言
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4. 環境社会リスク対応 〜行政の活動要点(2)～
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 市民対応（一部、抜粋）
(1)生活地域の危険性の認知

①環境汚染リスク
・化学物質汚染の可能性を知る ・化学物質の危険性を知る
・汚染範囲を知る

②安全確保の必要性を知る
・避難形態を知る ・避難等の必要性の判断と情報
・避難場所、避難経路等を知る ・行政等へ質問する。

(2)避難に必要な準備（化学物質の危険性を考慮）
(3)避難指示等が出た場合の対応
(4)家族との連絡
(5)避難時の持参物
(6)避難時の注意点

・・・・・・

4. 環境社会リスク対応 〜市民への対応～

https://www.bbc.com/news/world-
asia-india-52723762



4. 環境社会リスク対応の整理（抜粋）
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① 漏洩物質の特定
漏洩した物質の特定と、どのような危険性や影響があるのかは別である（反応性物質）
どのような物質が漏洩したかが特定できない場合があることも考慮
中小の事業所や海上輸送、陸上輸送からも漏洩する可能性があることを考慮
特に、水害発生時には、多数の事業所から多様な化学物質が漏洩する可能性を考慮

② 各汚染形態の関係性の考慮
大気汚染、水質汚染、土壌汚染の連関を検討する必要がある

③ 除染による早期復旧までの検討
除染技術の有無や実行可能性について考慮
除染にかかる時間によっても、社会的影響が異なることを考慮

④ 事後対応する行政機能の健全性
行政拠点に影響のある事故の把握
行政拠点が使用できない場合の代替拠点の準備
汚染事故時の関係機関の対応の可能性の調査
行政サービスを受ける市民の状況の把握
職員の本庁、活動場所、通勤時、自宅の汚染状況の把握

⑤ 環境汚染に関する広範な影響の検討
汚染物質が特定できないことや影響の有無が判断できないこと等による環境汚染に対する不安がもたらす
影響もリスクとして勘案する

工業製品、農産物、海産物などへの影響も対象とする必要がある
道路、水道、電力など社会インフラへの影響も対象とする必要がある

⑥ 環境社会リスクの連関
他の環境社会リスクの顕在化により、影響を受ける環境社会リスクが発生することに留意する

既存のGL等を
補う事項



Ⅰ.本ガイドラインの概要
1.本ガイドラインの目的
2.本ガイドラインの特徴
3.本ガイドラインの活用法

3.1 本ガイドラインの対象とする活動主体
3.2 行政活動に活用するための体制
3.3 化学物質保有事業者の体制
3.4 インフラ事業者の体制
3.5 一般事業者の体制
3.6 市民

Ⅱ.環境社会リスク対応の基本構造
1.化学物質漏洩の原因と漏洩形態を体系的整理
2.漏洩した化学物質の環境社会リスク対応の基本

フレームの構築
3.対応主体の活動の要領

Ⅲ.化学物質の漏洩による環境汚染に対応するための
各主体の活動要点
1.行政の活動要点

1.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動
1.2 化学物質漏洩時の活動
1.3 敷地外汚染発生・拡大時の活動
1.4 復旧時の活動
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2.化学物質保有事業者の活動要点
2.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動
2.2 化学物質漏洩時の活動
2.3 敷地外汚染発生・拡大時の活動
2.4 復旧時の活動

3.インフラ事業者の活動要点
3.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動
3.2 化学物質漏洩時の活動
3.3 敷地外汚染発生・拡大時の活動
3.4 復旧時の活動

4.一般事業者の活動要点
4.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動
4.2 化学物質漏洩時の活動
4.3 敷地外汚染発生・拡大時の活動
4.4 復旧時の活動

5.市民の活動要点
5.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動
5.2 化学物質漏洩時の活動
5.3 敷地外汚染発生時の活動
5.4 復旧時の活動

Ⅳ. 本ガイドライン活用に向けて

Ⅴ. 参考資料

5. 環境社会リスク対応ガイドライン



5. 各主体の活動要点（行政）
1.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動

1)環境汚染対応の対象となる化学物質に関する調査
(1)現状の対象地域における保有情報の整理
(2)化学物質漏洩に関する事業者との事前の打ち合わせの実施

2)市民安全・避難等の判断の仕組みの構築
(1)市民の安全と健康の確保
(2)避難に関する仕組みの理解（屋内退避，屋外退避）
(3)避難に関する仕組みの構築（判断基準，対象範囲，避難方法，避難場所，情報伝達手段）
(4)化学物質漏洩時の市民活動の支援体制の構築と周知
(5)社会活動への影響の判断事項
(6)行政活動への影響の判断事項（行政の代替拠点，汚染状況の把握，必要な活動の整理，職員の安全，

緊急時広報準備）
(7)（1）から（6）に関する事項を考慮し、実施すべき活動の整理
(8)（6）活動の実効性の評価
(9)対策の実効性の向上活動
(10)自然災害時を想定した社会状況の変化を考慮した活動体制の構築

3)除染体制・方法・責任の整理

1.2 化学物質漏洩時の活動
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5. 各主体の活動要点（化学物質保有事業者）

1.1 漏洩事象発生事前に実施すべき活動
1)保有・製造物質の危険性及び有害性等の認知

(1)保管・製造物質の把握・整理
(2)把握した物質の環境中の挙動に関連する物理化学的性状の把握
(3)保管・製造物質の危険性及び有害性の整理

2)化学物質の漏洩の未然防止
(1)検討すべき化学物質の取り扱い状態
(2)検討すべき原因毎の漏洩形態と認知方法の検討
(3)原因毎の未然防止方法の検討

3)化学物資の漏洩・敷地外への拡散リスクの検討
(1)漏洩リスク
(2)敷地外汚染リスク

4）化学物質の漏洩・敷地外への拡散時の対応検討
(1)漏洩時の対応の検討
(2)対策実施目的
(3)敷地外への汚染対応

5）化学物質漏洩リスク情報の共有（行政との情報共有，行政と連携したリスコミの実施，連絡体制の構築）

1.2 化学物質漏洩時の活動
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5. ガイドラインのまとめ
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 本ガイドラインは、
• 災害・事故を起因とする化学物質の環境汚染による

社会へのリスクに対応するためのものである。
• リスク対応の主体は行政、化学物質保有事業者、

インフラ事業者、一般企業・機関や市民等を考慮した。
• リスク対応のステップを漏洩事態の事前対応、漏洩事象発生時の対

応、漏洩事象拡大時の対応、環境汚染からの復旧時の対応とした。
• 各主体のリスク対応より、平時からの連携が必要であることを示した。
• 既存のガイドライン等を補い、リスク対応を効果的・効率的に実施可

能とする。
• 別途、開発しているデータベースや分析ツールを活用し、本ガイドライン

に基づくリスク対応の作成を支援する。

ガイドライン
日本語・英語



本ガイドライン実行のためのツール

各主体が対応する際に必要な情報/ツールを「YNUリスク情報プラットフォーム」
に搭載（ https://www.anshin.ynu.ac.jp/risk-db/ ）

■化学物質の物性・危険性・有害性，ハザード/リスク情報
■化学物質のリスクアセスメントツールと評価事例
■事故事例
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リスク情報プラットフォーム
https://www.anshin.ynu.ac.jp/risk-db/
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Natech-DBと関連情報へのリンク

30



フィジカルリスク評価ツール
ALOHAの解説と例題
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重要な社会機能を守るための要点の分析と
対応に必要なツール開発
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サブテーマ１
 環境社会リスク対応のためのツール開発と公表

• 環境社会リスク対応ガイドライン
• 環境社会リスクの紹介ビデオ
• 環境社会リスク顕在化のリスク分析ロ

ジックツリー図の提供

サブテーマ2
 化学物質リスク情報プラットフォームの構築
 簡易緊急対処法システムを用いた拡散シミュレーショ

ンツール

知見・技術・提言3-1 「環境社会リスク顕在化シナリオ及び重要な社会機能を守るための要点の分析」
環境社会リスクに適切に対応するためには、各主体が実施すべき活動とそのタイミングを検討し必要な準備を行なうと共に、

その障害となる事象への対応を準備する必要がある。

知見・技術・提言3-2．「環境社会リスク対応に必要なツール開発について」
限られたリソースの中で環境汚染の社会影響への対応には、各対応主体の活動を支援する仕組みの駆逐と共に、対応に

必要なツールやシステムを開発し、提供する必要がある。

プラットフォームの
外観



新たなツール/教材開発

環境社会リスクアセスメントに基づく防災減災戦略
策定のためのツール開発と情報発信

①化学物質の漏洩による環境汚染に関する体系的整理
Natech-DB
化学物質漏洩/影響度評価技術の高度化

②環境社会リスク顕在化シナリオの分析
水害シミュレーション
有毒ガス拡散シミュレーション

③重要な社会機能を守るための要点の分析及び対応に必要なツール開発
環境リスク対応ガイドライン
簡易緊急対応システム
教育/啓発ビデオ
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環境社会リスク顕在化シナリオの分析と評価

34

知見・技術・提言2-1「環境汚染が社会にもたらす影響の体系的把握と対応体制の整理」
化学物質の漏洩による環境汚染リスクに対し、地域安全を確保するためには、まず、環境汚染が社会に与える影響を社

会の各構成要素に対する影響やその連鎖を体系的に把握することが必要である。また、このリスクに対応するために必要な
体制を事前に構築しておく必要がある。
知見・技術・提言2-2 「環境汚染がもたらす環境社会リスクの分析・評価の実施」
現代社会では、社会に重要な影響をもたらす事象に対しては、その影響の進展シナリオを分析し、その対応の課題を明ら

かにしておく必要がある。

サブテーマ１
 環境社会リスク顕在化シナリオの分析

サブテーマ2
 水害シミュレーション
 アンモニアの拡散シミュレーション
 地域社会への環境社会リスクに関する考察

水害シミュレーションとガス拡散によって
様々な施設への影響をシミュレーション



リアルタイム影響分析システムを用いた
ダイナミックリスクアセスメント手法の開発

35

目的：
リアルタイム影響分析システムを用いたダイナミックリスクアセスメント手法の構築

 環境社会リスクに基づくリスク分析の視点
• 事故予防、拡大防止、対応、復旧の視点でのリスク分析
• 化学物質漏洩後に関して、時間軸を考慮したリスク分析
• 事業者、行政（防災や環境等）、市民等のステークホルダーを考慮した

リスク対応の分析

 本手法の着目箇所
• 環境社会リスクシナリオの分析
• 特定された環境社会リスクシナリオのより具体的な検討
• 化学物質漏洩後において、時間とともに段階的に変化するリスクの分析
 時々刻々と変化する状況におけるリスクを分析する手法

（ダイナミックリスクアセスメント手法）



ダイナミックリスクアセスメント(DRA)の考え方

361. N. Khakzad et al., Reliability Engineering and System Safety, 104, 34–44 (2012)
2. A. Liu et al., Reliability Engineering and System Safety, 208,107326 (2021)

 既存のDRAの考え方
• プロセスの経年変化を考慮した上で、機器の故障確率の時間変化に基づきリスク

を分析することを目的とする[1]。
• 例えば、Liuらは、埋設ガスパイプラインに関して、建設や運用を構成する材質や

溶接、メンテナンス等の項目の時間変化を考慮した上で、リスクを定量的に分析
している[2]。

→プロセス自体に着目したリスクアセスメント手法
 本研究のDRAの考え方

• プロセスではなく、”現象”と”地域社会”の時間変化に着目する。
• 事故発生後の毒性ガス拡散等の各現象は、気象条件に依存するため、気象変

化を即時で取得し、影響範囲の変化に伴う被害を評価する。
• 被害項目は現象の影響範囲に加えて、地域社会の状況（例えば、日中／夜間、

住宅街や学校、病院などの存在）に応じて変化する。
• 環境社会リスクの低減は、事業者、行政及び市民の対応力に依存する。
→本研究のDRAは「事故に伴う火災等の現象と地域環境の時間変化を

考慮したリスクアセスメント手法」である。



ダイナミックリスクアセスメント(DRA)の活用想定
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 DRAを活用するタイミングと実施者
平時及び緊急時において、事業者と行政が連携し実施する。

• 事業者：プラント情報の所有
• 行政：被害想定に基づく関係者と協議、避難指示権限の保有

 DRAの実施
• 平時：検討時間に余裕があり、多くのシナリオを検討することが可能である。

時間を要するシミュレーションや外部コンサルへの依頼等により、詳細な検討を
実施する。

• 緊急時：検討時間は無く、個別具体的なシナリオを対象に迅速な検討が必要
である。平時の検討結果をサポートする短時間且つ効果的な検討を実施する。

 本手法
• リスクアセスメントに向けた情報取得
• 豪雨による浸水を検討した。
• アンモニアの漏洩を想定した。 リアルタイム影響分析システムの活用



リアルタイム影響分析システムの構成とイメージ
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 開発システムの構成

①ポータブル
気象観測装
置:Magellan 
MX 500

③地理情報システム:QGIS

ALOHA, https://www.epa.gov/cameo/aloha-software
Y. Mizuta et al., J Loss Prevention in the Process Industries, 68, 104287 (2020)

②簡易影響度
評価プログラム:
ALOHA

 開発システムのイメージ

気象庁データ
防災科研
SIP 4D 等



環境社会リスクに基づくシナリオ選定
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 モデル対象地区
• 京浜工業地帯（川崎地区）
• 工業地帯に設置されている仮想の液化アンモニアタンク

 モデルシナリオ
1. 豪雨により市街地が浸水
2. 豪雨が止んだ後に、何らかの原因によりアンモニアが漏洩する可能性。
3. アンモニアが漏洩・拡散し、市街地へ到達するか否かを検討する。
豪雨の状況を考慮して３つのシナリオを検討し、行政の対応項目を抽出した。

アンモニア漏洩のタイミング
8 h 16 h 24 h

シナリオ1
シナリオ2
シナリオ3

No
Yes

豪雨終了時間

漏洩

No
Yes

Yes



モデルシナリオに基づく事例検討
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 降雨量の時間変化
• 横浜の気象観測データ×１.2倍
• 水害ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ（DioVISTA/Flood）
• 8,16,24hの3つの時間経過を想定

8h 16h 24h

 大気拡散シミュレーション（ALOHA）
• アンモニアの大気拡散
• QGISへの拡散範囲の反映

化学物質 アンモニア

気象条件
風速：2 m/s
気温：15 °C
大気安定度：B

漏洩モデル Tank及びNon-ignition

タンク条件
直径：3.67 m
高さ：1.83 m
温度：-33 °C
貯蔵量：14.5トン

漏洩条件 タンク底の1 cmの穴から漏洩

評価項目
• 臭気強度3：2 ppm
• 急性曝露ガイドラインレベル

AEGL1：30 ppm
AEGL2：160 ppm

実際には、事故
時の気象条件を
自動取込



●：福祉施設
▲：病院
■：学校
ー：鉄道

2 ppm

30 ppm

160 ppm

結果と考察（シナリオ１, 降水8h）
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 アンモニアの急性毒性被害（AEGL 1, 2）は事業所付近にとどまる。
 アンモニアの臭気（容易に知覚できる濃度）は市民生活圏まで到達する。



行政対応
 浸水のみの場合（一般的な自然災害対応）：

• インフラ確保、人員確保
• 避難指示等の発令、避難所の設営と運営支援、避難行動要支援者の避難支援 等

 浸水＋アンモニア漏洩の場合：
• 事業者との情報共有、対応者の計測機器及び防護具の確保
• 周辺住民や重要インフラへの早急な連絡、関係者へ情報発信と問合せ対応
• 避難要請と避難方法の周知（屋外/屋内避難、避難場所の変更など）
• 体調不良者への対応、化学物質除去と無害化対応、回復状況の判断、原状復帰対応
被害状況に応じて、対応の優先順位を適宜変更する。

結果（シナリオ2, 3：降水16h, 24h）
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●：福祉施設
▲：病院
■：学校
ー：鉄道

16h 24h



ダイナミックリスクアセスメント事例のまとめ

43

ダイナミックリスクアセスメントの目的
リアルタイム影響分析システムを用いたダイナミックリスクアセスメントによる
評価結果の環境社会リスクへの展開

 ダイナミックリスクアセスメントの実施
• 複合災害（水害+有害物漏洩）と地域環境の時間変化を考慮
• 3つのシナリオによるアセスメント事例と行政対応の検討

 検討結果
• 浸水深さの変化とアンモニア拡散の変化により、被害想定が異なり、

リスク対応項目の変更が必要になる。
• 環境社会リスクの評価・低減は、事業者に加え、行政や市民等の

対応力に依存することが判明。
• 関係者のリスク対応の優先順位を平時に決定しておく必要がある。



研究成果の社会実装
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 本研究は、神奈川県臨海部コンビナートを例に、自治体消防や危機管理室、環境部局等と
連携し、実行可能性を考慮した「環境社会リスク対応ガイドライン」を作成した。

 環境社会リスク対応ガイドライン（日本語及び英語）を横浜国立大学先端科学高等研究院
リスク共生社会創造センターHPに公表した。

 本研究構想は、今回で終るわけではなく、
本学リスク共生社会創造センターにおいて、更新・改善を継続し、随時一般に公開し、その
活用を図ると共に、本学が立ち上げたNPO等を活用し、社会実装を推進する。

https://www.env.go.jp/content/900518774.pdf

環境社会リスク対応ガイドライン

Ver.1.3

横浜国立大学
先端科学高等研究院

地方公共団体環境部局における
化学物質に係る災害・事故対応

マニュアル策定の手引き

令和4年3月

環境省

反映



ご清聴ありがとうございました。
本講演に関するお問い合わせは以下までどうぞ。

横浜国立大学・先端科学高等研究院
https://ias.ynu.ac.jp/
Email: ias@ynu.ac.jp
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